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令和５年度 
総務委員会 地方都市行政視察調査報告書（案） 

 

１ 訪問先及び調査事項 

調 査 日 訪 問 先 調 査 事 項 

令和５年１１月６日 静岡県浜松市 ユニバーサルデザインについて 

令和５年１１月７日 愛知県名古屋市 公共施設マネジメントについて 

 

２ 調査内容 

 静岡県浜松市  

１．市の概要 

  首都圏と関西圏の２つの経済圏のほぼ中間に位置し、静岡県の約２割の面積を占めている。 

明治４４年７月に市制施行により浜松市が誕生した。昭和２０年代後半から４０年代にかけて

周辺の町村と合併し、市域を拡大するとともに、東海道新幹線、東名高速道路をはじめ、国道

１号バイパスや都市計画道路の整備が進み、現在の都市の骨格が形成された。こうした都市の

成長とともに、繊維・楽器・オートバイの三大産業が飛躍的な発展を遂げ、産業都市としての

地位を確立した。 

平成８年には中核市へ移行した。平成１７年７月には、１２市町村が合併し、さらに平成 

１９年４月には、全国で１６番目となる政令指定都市に移行した。２０２３年には、大河ドラ

マ「どうする家康」の放送に合わせ、大河ドラマの世界観を体験できる「どうする家康 浜松 

大河ドラマ館」がオープンした。 

また、２０２３年２月の市議会本会議において、浜松市区及び区協議会の設置等に関する条

例の一部を改正する条例が議決・公布され、２０２４年１月１日に現在の７区から３区に再編

することが正式に決定し、新たな区への移行に向け、準備を進めている。 

面積：１５５８．０６ｋ㎡ 

人口：７８万９，８２２人（令和５年１０月１日現在） 

世帯：３５万４，７９７世帯（令和５年１０月１日現在） 

令和５年度一般会計当初予算額：３，８９５億円 

 

２．視察経過 

浜松市役所本庁舎の議会事務局を訪問し、浜松市市民部ＵＤ・男女共同参画課職員から説

明を受け、質疑を行った。 
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３．主な説明内容 

視察テーマ：ユニバーサルデサインについて 

【調査事項】 

（１）ユニバーサルデザイン施策の沿革 

平成１１年度    (静岡県がＵＤに着手) 

平成１２年度   ・ＵＤ推進本部を設置 ・都市計画部内に「ＵＤ室」を設置  

平成１３年度   ・ＵＤ協議会を設置 ・ＵＤ市民意識調査の実施 

・「Ｕ・優プラン」(浜松市ＵＤ計画) ･第１期推進計画の策定 

平成１４年度   ・浜松市ＵＤ条例の制定 

平成１５年度   ・浜松市ＵＤ条例の施行 ・「ＵＤ室」を企画部に移管 

・ＵＤ審議会を設置    

平成１６年度   ・「公共建築物ＵＤ指針」の策定(公共建築課) 

平成１７年度   ・浜松市ＵＤシンボルマークの制定・啓発開始 

平成１８年度   ・「Ｕ・優プラン」・第２期推進計画の策定   

平成１９年度   ・「企画部ＵＤ課」創設（室→課） 

平成２０年度   ・「道路施設ＵＤ指針」の策定(道路課) 

平成２１年度   ・宿泊施設ＵＤ調査の実施  

・「ユニバーサル社会・男女共同参画推進課」へ移行 

平成２２年度   ・「第３回国際ＵＤ会議２０１０inはままつ」開催  

平成２３年度   ・企画部から市民部へ移管 

・「はままつＵＤ国際シンポジウム２０１２」開催 

・「Ｕ・優プランⅡ」(第２次浜松市ＵＤ計画) ･第１期推進計画の策定 

平成２４年度   ・ＵＤ協働委託事業の実施・はままつＵＤ週間の開催 

平成２５年度   ・「誰もが楽しく参加しやすいイベントづくりの手引き」の作成   

平成２６年度   ・「ＵＤプラスinはままつ」の実施 

平成２７年度   ・企業のＵＤ出前講座の実施 

平成２８年度   ・Ｕ・優プランⅡ ･第２期推進計画の策定 

平成３０年度   ・「ＵＤ・男女学習共同参画課」へ移行 

令和２年度    ・八幡駅周辺バリアフリー基本構想策定 

令和３年度    ・「Ｕ・ゆうプランⅢ(第３次浜松市ＵＤ計画)」・第１期推進計画策定 

 

（２）ユニバーサルデザインに関する条例の制定について 

   ○条例の目的 

     ユニバーサルデザインのまちづくりの理念や、市民・事業者・行政それぞれの役割と三

者の連携、ユニバーサルデザインの推進に向けたしくみづくりなどを明確にし、すべての

人が安心、安全、快適に暮らすことができる社会の実現を目的とする。 
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   ○条例制定の経緯 

     市民との協働による条例制定作業を進めるために、計３回の市民ワークショップを開催 

し、ワークショップからの意見をもとに条例骨子素案を検討した。また、ワークショップ 

参加者以外の市民からの意見も募集した。 

  その後、浜松市ユニバーサルデザイン協議会にて検討を重ねた結果を市長へ報告し、そ 

 れを受け、浜松市ユニバーサルデザイン推進本部及び同幹事会にてさらに検討を行い、部 

長会、例規審査委員会を経て議決され、平成１４年１２月１７日に全国初となる「浜松市 

ユニバーサルデザイン条例」が制定された。 

   ○条例の構成 

     前文 

     第１条 目的 

     第２条 ユニバーサルデザインの定義 

     第３条 基本理念 

     第４条から第６条 市民・事業者・市の役割 

     第７条 計画の策定 

     第８条 庁内体制 

     第９条から第１１条 他機関との連携、広報及び情報提供 

     第１２条から第１４条 ユニバーサルデザインに配慮した教育の推進 

     第１５条 公共施設等の整備 

     第１６条 公共交通事業者等の努力 

第１７条 施設の設置等をする者の努力 

第１８条から第２１条 ユニバーサルデザイン審議会 

第２２条 雑則 

 

（３）Ｕ・ゆうプランⅢ（第３次浜松市ユニバーサルデザイン計画） 

○基本理念  

「思いやりの心が結ぶ優しいまち」 

        ～ユニバーサルデザインが当たり前の社会～ 

     誰もが、自らの考えで選択し、自由に社会参画し、いつまでも安全かつ安心して快 

適に暮らすことができるまちとなるように、市民、事業者、市が互いに連携・協力、実

践し、「人づくり」「仕組みづくり」「まちづくり」を進め、ユニバーサルデザインが当

たり前の社会となる「思いやりの心が結ぶ優しいまち」の実現を目指している。 

○基本目標 

  誰もが生き生きと暮らせるまちづくりを行っていくためには、市民が中心となり市民の

視点から、ユニバーサルデザインを主体的に行動、実践していくことが必要であり、 

 この計画では、ＩＣＴ（情報通信技術）などのデジタル技術を有効活用しながら、 
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 「ひと」「こと」「くらし」の３つの柱のすべてを「こころ」が覆う、あるいは「こころ」

を込めるという基本目標を掲げ、ユニバーサルデザインのまちづくりを進めていくことを

目指している。 

○計画期間 

     基本計画は令和４（２０２２）年度から令和１３（２０３１）年度までの１０年間とし、 

    推進計画は５年ごとの２期に分け、第１期を令和４（２０２２）年度から令和８（２０２ 

６）年度までとし、令和８（２０２６）年度に見直しを行い、必要な修正を加えていく。 

   ○計画の指標 

＜ひと＞ 「主体的に実践できる“人”」 

指標 現状（令和２年度） ５年後目標 

市民のＵＤ理解度 ５１．５％ ６０％ 

思いやりのある行動をしている人の割合 ６５．７％ ８０％ 

事業所のＵＤ理解度 ５１．７％ ６０％ 

 

＜こと＞ 「誰一人取り残さない“仕組み”」 

指標 現状（令和２年度） ５年後目標 

誰もが就業できる機会が確保されていると感じ

る人の割合 
３４．１％ ４０％ 

誰もが文化、スポーツ活動などに参画できる 

機会が確保されていると感じる人の割合 
４６．９％ ５０％ 

事業を営む上でＵＤを取り入れている事業所の

割合 
２２．７％ ３０％ 

     

＜くらし＞ 「未来まで続く安全・安心な“まち”」 

指標 現状（令和２年度） ５年後目標 

公共交通機関について、利用しやすいと感じる

人の割合 
５６．１％ ６０％ 

自分の住む地域の歩道について、利用しやすい

と感じる人の割合 
４１．４％ ５０％ 

防災・防犯などの面で誰もが安全・安心に暮ら

すことができる地域だと感じる人の割合 
５４．３％ ７０％ 
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（４）第３次浜松市ユニバーサルデザイン計画・第１期推進計画 

第３次浜松市ユニバーサルデザイン計画を達成するために、計画の前半期間（令和４ 

（２０２２）年度～令和８（２０２６）年度）に実施する具体的な取り組みを示している。 

 主な事業  

第１期推進計画では、基本目標の「ひと」「こと」「くらし」を達成するため、５５事業を

実施している。そのうちの主な事業を以下のとおり紹介する。 

■基本目標 ＜ひと＞ 「主体的に実践できる“人”」 

□基本方針 「多様性を理解し、認め合うことができる人」 

事業名 事業内容 

パートナーシップ宣

誓制度 

性的マイノリティや事実婚の方など、同性・異性を問わず、お互

いを人生のパートナーとして認め合った二人が協力して共同生活

を行うことを宣誓し、市がその宣誓書を受領したことを証明する

「浜松市パートナーシップ宣誓制度」を実施する。 

多様性理解のための

教育 

小中学校における特別の教科・道徳などの時間等を通して、障が

いのある人や外国人等、様々な人々の特性や生活習慣に対する理

解を深め、お互いの違いを認めることで、児童生徒の思いやりの

心を育てる。 

パラスポーツの理解

と啓発 

浜松市スポーツ協会など本市のスポーツ振興を支える団体と連携

し、トップアスリート等を学校等に派遣する「トップアスリート

連携事業」にパラアスリートの派遣を加え、パラスポーツへの理

解と啓発を図る。 

□基本方針 「主体的に行動し、実践できる人」 

事業名 事業内容 

ＵＤ教材開発事業 急速なデジタル化が進展する中、学校教育においてもＩＣＴ環境

の整備が進められ、いつでもどこでも閲覧したり、現地に行かな

くても仮想空間で体験したりすることができるリモートによるＵ

Ｄ啓発教材のデジタル化について調査・研究し、新たな教材の制

作に取り組む。 

はままつＵＤ週間 毎年１１月１日を含む週を「はままつユニバーサルデザイン週

間」とし、市役所庁舎や図書館などでパネル展示やＵＤ製品の紹

介などを行い、一人ひとりが思いやりの心を育て、心のユニバー

サルデザインを啓発する。 

市民へのＵＤ啓発 広く市民、特にユニバーサルデザインを知らない市民を対象とし

て、ユニバーサルデザインに関するセミナーや体験講座、啓発イ

ベント等の事業を行い、ユニバーサルデザインに関心を持っても

らう契機となる場を提供する。 
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■基本目標 ＜こと＞ 「誰一人取り残さない“仕組み”」 

□基本方針 「自らの考えで選択し、社会参画できる仕組み」 

事業名 事業内容 

多言語生活情報サイ

ト「カナルハママ

ツ」 

生活者としての外国人市民が求める情報を提供するため、市ホーム

ページの多言語生活情報サイト「カナルハママツ」で、英語、ポル

トガル語、やさしい日本語、フィリピノ語、中国語、スぺイン語、

ベトナム語による情報を提供する。 

地域のＵＤ情報等発

信 

誰もが訪れやすく、暮らしやすい街づくりを進めるために、地域の

宿泊施設、文化・観光施設、公共交通、トイレ等のユニバーサルデ

ザイン情報を収集し、観光情報サイトを活用して誰にでもわかりや

すく提供する。 

多文化共生センター

事業 

誰もが安心して暮らせる共生社会づくりを進めるため、専門スタッ

フを配置し、多言語による生活相談や情報提供を行うとともに、外

国人市民と日本人市民の共生を図るための事業などを実施する。 

□基本方針 「いつでも、どこでも、誰でもつながる仕組み」 

事業名 事業内容 

自治会活動の発信と

参画促進 

自治会等コミュニティにおけるデジタル推進に向けた支援を行うこ

とで、自治会活動等を発信し、多様な会員の参画を促進する。 

消防情報通信ネット

ワーク事業 

消防指令センターにおいて外国人、１１９番通報に不安がある人

（言語機能や呼吸器、聴覚に障がいのある人）及び高齢者からの緊

急通報に対して、速やかに通報者に関する情報収集を行い、消防指

令管制システムへ取り込み、活動隊への支援情報として活用する。 

■基本目標 ＜くらし＞ 「未来まで続く安全・安心な“まち”」 

□基本方針 「安全・安心かつ自由に移動できるまち」 

事業名 事業内容 

浜松自動運転やらま

いかプロジェクト 

将来の地域公共交通における自動運転の実用化を見据えた自動運転

技術の検証及び車両の予約・運行管理システムの検証を行い、使い

勝手等の面におけるユーザーニーズを収集する実証実験を行う。 

ピクトグラムの周知

啓発 

小中学生を対象としたピクトグラム選手権の開催などにより、ピク

トグラムの周知啓発を図るとともに、ピクトグラム情報の収集、ピ

クトグラムの活用周知を行う。 

□基本方針 「いつまでも続く快適なくらし」 

事業名 事業内容 

公園のＵＤ化推進 子供からお年寄りまで、誰もが安全で安心して利用できるよう、公

園施設のユニバーサルデザイン化整備を進める。 
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【主な質疑応答】 

（問）浜松市は、全国に先駆けユニバーサルデザイン条例を制定するなど、ユニバーサルデ

ザインへの取り組みが進んでいるが、何かきっかけはあったのか。 

（答）平成１１年度に静岡県がＵＤに着手したり、平成１２年度にユニバーサルデザインの

カリキュラムを取り入れた静岡文化芸術大学が開学したことなどにより、ユニバーサ

ルデザインに対する土壌が、徐々に広がってきたためではないか、と考えている。 

（問）ユニバーサルデザイン協議会と審議会のメンバーは、どんな方なのか。 

（答）ユニバーサルデザイン協議会は、静岡文化芸術大学、市民活動団体、地元の経済界な

ど１６名で構成されている。また、審議会は、市民、事業者、知識経験や学識経験を

有する方など、１０名で構成されている。 

（問）平成１９年度にＵＤ室からＵＤ課になっているが、組織変遷の経緯は。 

（答）平成１２年度は都市計画部にＵＤ室が設置されたが、全庁的に取り組むということで、

平成１５年度に企画部に移管され、平成１９年度にＵＤ課になり、現在は男女共同参

画と一緒になり、市民部ＵＤ・男女共同参画課へ移行となった。 

（問）全庁的に市長直轄でＵＤ部門があり各事業部へ展開しているのか、あるいは各事業部 

ごとにＵＤ担当がいて、事業を実施しているのか。 

（答）ＵＤ課が全庁を総括しており、各所管から何ができるか提案してもらったり、逆にＵ

Ｄ課の方からＵＤ事業として各課に取り組んでもらったり、調整しながら進めている。

また、計画の進捗状況を管理したり、大きな取り組みを実施する場合は、ユニバーサ

ルデザイン推進本郡に報告をして、全庁的に承認をしている。 

（問）ユニバーサルデザイン条例の「第８条庁内体制」の中に、ユニバーサルデザイン推進

員を全課に１名ずつ配置とあるが、どんな役割を担っているのか。 

（答）課長補佐の方に推進員になってもらっており、推進員を対象としてユニバーサルデザ

インの研修を年１回実施している。 

（問）浜松市は外国人が多いという印象があり、ＵＤ事業の中に多文化共生が、もっと強く

出ていると思ったが、多文化共生的な事業は、別で実施しているのか。 

（答）外国人学習支援センター事業や、多言語生活情報サイト「カナルハママツ」など、Ｕ

Ｄ事業の中で多文化共生的な事業を実施している。 

（問）市民のＵＤに対する理解度について、何か傾向はあるか。 

（答）１０代、２０代などの若い世代ほど理解度が高くなり、年代が高くなるほど低くなる

傾向がある。 
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 愛知県名古屋市  

１．市の概要 

  名古屋市は、本州中央部の濃尾平野、愛知県西部（尾張地方）に位置する政令指定都市で、

同県の県庁所在地であり、中部地方の政治・経済・文化の中枢都市である。全１６区から構

成される。伊勢湾に南面しており、夏の平均湿度は７０％を超すことが多くむし暑く、冬は

「伊吹おろし」と呼ばれる冷たい北西の季節風が吹く。  

市の歴史は、慶長１５（１６１０）年に徳川家康が那古野台地に築城工事を開始し、清須

から町ごとすべてを移した「清須越し」に始まる。明治４（１８７１）年に行われた廃藩置

県で名古屋県(翌５年に愛知県と改称)が置かれ、管内は６大区に分けられ、名古屋と熱田が

第１大区とされた。その後、明治１１（１８７８）年、名古屋区として初めて独立行政区と

なり、明治２２（１８８９）年１０月１日の市制施行で名古屋市は、人口約１５万７，００

０人、面積約１３.３ｋ㎡でスタートをした。 

明治・大正から昭和の初頭には商工業都市として順調に発展するが、太平洋戦争により大

きな被害を受ける。戦後、１００ｍ道路の建設、平和公園への墓地移転などの復興都市計画

事業を行い、今日の基盤ができた。 

  令和８（２０２６）年には第２０回アジア競技大会の開催と令和９（２０２７）年のリニ

ア中央新幹線の品川・名古屋間の開業が予定されており、地域経済のさらなる発展が期待さ

れている。 

面積：３２６．５０ｋ㎡ 

人口：２３２万６，６８３人（令和５年１０月１日現在） 

世帯：１１５万６，７４４世帯（令和５年１０月１日現在）  

令和５年度一般会計当初予算額：１兆４，１２０億４，８００万円 

２．視察経過 

名古屋市役所本庁舎の市会事務局を訪問し、名古屋市財政局財政部資産経理課職員から

説明を受け、質疑を行った。 

３．説明内容 

視察テーマ：公共施設マネジメントについて  

【調査事項】名古屋市公共施設等総合管理計画 

（１）位置付け 

○目的  

名古屋市アセットマネジメント推進プランの改定を機に、これまでの計画等におけ    

   る取組を踏襲しつつ一部見直しや充実を図る形で、それらの計画等を１つに集約するも 

のであり、公共施設等を健全な状態で維持し、利用される皆様へ安心・安全で適切なサ 

ービスを継続的に提供していくために、公共施設等の維持管理・更新等に関する理念を

定め、計画的かつ効率的な取組を推進することを目的に策定している。 
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○計画体系 

・市の総合計画である「名古屋市総合計画２０２３」の個別計画に該当 

・国から策定を求められてきた公共施設等総合管理計画に該当 

○対象施設 

市設建築物（一般施設、学校、市営住宅等）、公共土木施設（道路、河川、公園等）、公 

営企業施設（上下水道施設、交通事業施設）等 

○計画期間 

計画期間は令和４（２０２２）年度から令和１３（２０３１）年度までの１０年間 

○基本理念 

Ⅰ 安心・安全な公共施設等の維持管理・更新 

Ⅱ 社会的ニーズに対応した公共サービスの提供 

Ⅲ 継続的かつ持続可能なコスト管理 

（２）推進する取り組み 

  基本理念を念頭に、これまでもアセットマネジメントとして取り組んできた施設の長寿 

命化・施設の再編整備・保有資産の有効活用等の３つの取り組みを、より一層進めること 

によって、計画かつ効率的な公共施設の維持管理・更新等を推進していくこととしている。 

①施設の長寿命化 

原則として概ね８０年建物を使用することを目標に施設の長寿命化を進める。 

（ア）適切な維持管理の実施 

・日常的な点検や建築基準法に基づく定期点検等を適切に実施 

・点検等を踏まえて、経常的な保守や補修を実施 

（イ）計画的かつ効率的な改修等の実施 

・設備や外壁等の計画的な改修等の実施 

     ・構造耐久性調査の実施 

（ウ）長寿命化の効果 

 ・一般施設の場合、築４０年で改築した場合は３６８億円／年 

・長寿命化に取り組んだ場合は２６８億円／年、１年当たり１００億円の効果がある 

      

 【一般施設の将来の施設整備費の比較（年平均）】 
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②施設の再編整備 

(ア) 適正な保有資産量 

保有資産量の適正化が単なる廃止や削減ではなく、様々な工夫により多くの市民の方が

サービスの納得感や充実感を得られるようなものとなるよう、必要なサービスは確保しつ

つ、長期的な視点に立って効率的な再編（集約化・複合化等）・再配置を行い、運営面な

どを工夫することにより、市民サービスの維持・向上を目指して施設の再編整備に取り組

んでいる。 

・人口動向や財政状況等を踏まえて現在において見込まれる令和３２（２０５０）年度時点  

 の適正な水準に向け、個別施設計画に基づき施設類型（一般施設、学校、市営住宅等）ご 

とに取り組んでいく。 

・適正な水準は変動し得ることから、必要に応じて適正な保有資産量の見込みを更新しなが 

 ら推進していく。 

区分 個別施設計画に基づく基準年度

※ 

令和 32（2050）年度 差引（減少率） 

一般施設 ２７２ 万㎡   ２５１万㎡ △２１万㎡（△８％） 

学校 ２６７万㎡ 

 

２０３万㎡～ 

２１８万㎡ 

△４９万㎡～△６４万㎡ 

（△１９%～△２４％） 

市営住宅等 ６３,０００ 戸  ５５,０００ 戸 △８,０００ 戸 

（△１３％） 

※一般施設は令和元年度、学校は平成２８年度、市営住宅等は、平成２７年度 

(イ) 再編整備の取組方針 

・施設の更新（建替）に当たっては再編整備を基本とする。 

・類似や重複した機能を統合する「機能重視」の視点による再編を促進する。 

・長期的な視点から必要なサービスを整理し、将来のまちづくりを見据た施設の再編・再

配置を図る。 

・再編整備に合わせて、民間活力活用の促進や施設の運営・管理の一元化、民営化等によ

る本市が資産を保有しない行政への転換など、施設運営の効率化を図る。 

・再編整備の実施によって得られたノウハウ等を全庁的に共有し、活用することで、施設

の再編整備の更なる促進を図る。 

③保有資産の有効活用等 

市が保有する土地や建物等の資産は市民の貴重な共有財産である。これらを利活用がな 

    されないままに保有し続け、維持管理費用の支出だけが積み重なっていくことはあっては 

ならない。再編整備の取組を通じた公共施設等の跡地の発生等を見据えたうえで、保有資 

産が未利用・低利用とならないよう、時代や地域のニーズに合わせて戦略的に管理・活用 

する必要がある。 

(ア) 保有資産の有効活用 
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・市が保有する資産のうち、余剰となった資産については、将来的な本市としての活用見 

込みや資産価値などを踏まえて、民間への売却や一時貸付を始めとした活用方策を検討

し、市の財源確保や維持管理経費の削減を図る取組を進める。 

・資産の活用を円滑に推進していくために、資産活用の方向性を統一的に判断できる基準 

を設け、機動的かつ戦略的な余剰資産の活用に取り組む。 

【保有資産の有効活用の取組】 

項目 内容 

土地の売却・貸付 

 

将来的に本市としての活用見込みがない土地は、売却を進め

る。また、将来の活用が見込まれる等今後も保有し続けるもの

は、可能な期間での貸付を行う。 

建物の貸付 既存施設の余剰スペースについては、貸付により活用を図る。 

用途転用 用途廃止や統廃合・集約化による移転後の空き施設は、用途転

用により、公的利用及び民間等による活用を図る。 

(イ) 公民連携の推進（広告事業、ネーミングライツ等） 

・広告事業やネーミングライツの導入等の取組を進める。 

・民間の資金やノウハウの活用により低廉かつ良質な行政サービスの提供ができるよう公共   

 施設等におけるＰＰＰ／ＰＦＩの導入を進める。 

・行政と民間が共同して新たな事業機会の創出や行政課題の解決に取り組むため、民間から

の提案を一元的に受け付ける窓口の整備に向けた検討を進めている。  

【公民連携の主な取組】 

項目 内容 

ネーミングライツ 本市が保有する施設等に対して愛称を付ける

権利（命名権）を売却するもの 

企画提案型広告 本市の資産について民間企業等からの企画提

案により、広告媒体として活用するもの 

公募設置管理制度 

（Ｐａｒｋ－ＰＦＩ） 

 

都市公園において、飲食店、売店等の設置・

管理を行い、その収益を活用して周辺の園

路、広場等の整備を一体的に行う民間事業 

者を公募により選定する制度 

(ウ) 土地の取得の抑制 

事業を実施するに当たり、土地を取得しなければならない場合があるが、保有資産の利活用

や借地を始めとした土地を取得しない事業実施を検討することで、土地の取得の抑制に取り組

むこととしている。また、都市計画公園や都市計画道路については、「長期未整備公園緑地の

都市計画の見直しの方針と整備プログラム（第２次）」（平成３０年３月）、「未着手都市計画道

路の整備について（第２次整備プログラム）」（平成２９年３月）により、必要な見直しに取り

組んでいるところである。 
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【主な質疑応答】 

（問）耐用年数４０年と８０年との話があったが、耐震化を行っていない建物の耐用年数が 

４０年という理解でよいのか。 

   （答）耐震化を実施しているかどうかにかかわらず、構造体として従来は４０年程度で改築 

を行っていた。アセットマネジメントの考え方を導入してからは、改修をかけながら 

耐用年数を８０年とした。 

（問）名古屋市では原則すべての施設について耐用年数を８０年としているのか。 

（答）名古屋市は耐震化に力を入れており、アセットマネジメントを導入する頃には９０％

以上の公共施設で、耐震化を済ませていた。それ以降、耐震化を済ませた施設をどう

するのかというところで、長寿命化を図るという考え方を取り入れた。そういった経

緯があり、原則８０年建物を使っていくこととした。 

（問）学校などの施設については、８０年使用する可能性はあるかも知れないが、出張所、

幼稚園、保育園などの施設は、本当に８０年も使用するのか。施設の用途によって耐

用年数を分けたりはしないのか。 

（答）全ての施設がそれぞれ耐用年数の方針を持っていれば良いが、名古屋市では耐用年数

の方針を持っているのは、市庁舎や学校など一部の施設だけである。そんな中、何ら

かの改修が必要な築４０年以上の建物が約半数あるのが、現状である。 

（問）長期的に人口減少が進み、公共施設の老朽化が進んで整備費が増大している中、適正

な保有資産についてどう考えるか。 

（答）毎年同じ水準で財政運営をしていけるように、適正な保有資産量について試算を行い、 

保有資産量の見直しを行っている。また、取り組みを進めるに当たり、財源対策とし 

て、アセットマネジメント基金を設けている。 

（問）アセットマネジメント基金は、毎年決まった金額を積み立てているのか。 

   （答）基本的には、施設の再編・廃止等で生まれた財源を積み立てている。 

   （問）建築コストが上昇しているが、基金の目標額は決まっているのか。 

   （答）今のところ目標額は設定していない。名古屋市では、将来人口の推計を５年に一度行 

っているが、そのタイミングに合わせ、様々な社会情勢を織り込んでいく。 

（問）名古屋市では令和５年をピークに人口が徐々に減少する見込みであるが、施設には社 

会的ニーズもある。人口と施設数のバランスについて、どう考えるのか。 

   （答）持続可能な財政運営ができるかどうかという観点から考えている。少なくとも近年の 

     施設整備費をそのまま維持できれば、施設を安全に維持できると考えており、どれくら 

いの保有資産量と釣り合うのか試算している。 

（問）公共施設等管理計画では、土地の高度利用について記載があるが、一方で大きな方針

の一つに、土地取得の抑制がある。土地は買わないが、高度利用をして床を生み出し

ていこうとしているように見える。今後、公共施設の延床面積を減らしていこうとす

る名古屋市の考え方と、どのように整合性をはかっていくのか。 
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（答）施設の集約化、複合化が念頭にあり、集約化をはかるに当たり施設の再配置を行って

いく。なるべく利便性の高い場所に施設を再配置していくが、その種地となる土地に

ついては、容積率を限度まで使用していない場合が多い。そのため、その土地を高度

利用し、集約化や複合化をはかり、施設を建設していく。 

（問）高度利用は、公共施設が前提ということか。 

（答）公共施設を再編、再配置を行い、まとめることによって全体として施設数を減らしな

がら、利便性の高い施設を建てることを念頭においてる。 

（問）資産活用の方向性を統一的に判断できる基準の設定とあるが、行政としてどこまで、

底地を持つべきかについて、どのように考えるのか。 

（答）地域の防災の観点やまちづくりの観点など一定の条件で、持つべきものはあると考え

るが、それ以外については資産価値の観点から売却するのか、貸し付けしていくのか

判断していく。 

（問）学校の統廃合などで生じた、学校跡地を売却した事例はあるか。 

（答）定期借地権を設定して貸し付けた事例はあるが、売却した事例はない。 


